
地方消費税 清算基準 見直 意見書 

地方分権 更 推進 政自主権 確立 自 権限 源 基

く行 政運営を行う 地方 自主性 自立性を持 課題 解決を図

必要不可 あ 国 益 担 いう地方

税 原則 地方自治 本旨 不合理 偏在是正措置 2.2

都民 貴重 源を 奪  

定 地方自治体 教育や産業振興 様々 行政サ スを担

都 い 待機児童 解消や高齢者対策 推進 災害対策 推進 直

面 課題 対応 着実 組 東京 2020 オ ン ック パ

ン ック競技大会 向 準備 日本 成長 施策を積極的

展開 求 い  

定 地方 地域 実情 応 施策を着実 展開 いく

地方 税 源を維持 拡 いく 不可 あ  

定 現在 国 都を始 大都市 税 を搾 を意図 地

方 自主 源 あ 地方消費税 清算基準 い 消費 統計

比率を 代替指標 あ 人口 比率を高 見直 検討さ

い  

定 地方消費税 清算基準 税 最終 担者 あ 消費者 消費を

行 地域 税 最終的 帰属地を一致さ いう趣旨

運用を図 あ 地方間 税 格差 いう論点 基 見直

議論さ い  

定 う 本質を顧 国 見直 強行さ 地方 政 影響

強く懸念さ 地方消費税 地域 消費活動 活性化

税 映さ いう 地方税 意義を失い 地域活性化 向

地方 積 重 努力 全く報わ い仕組 危惧さ  



定 東京都議会 国会及び政府 対 事項を実現 う強く

要請  

 

1 地方消費税 清算基準 つい 税 偏在是正を目的 す く 最

終消費地 税 最終的 帰属地を一致させ いう制度本来 趣旨を踏ま

え 基準 精緻化を図  

 消費 代替指標 あ 人口 比率を殊更 引き上 地方分権 流

逆行す も あ 行わ い  

 消費 代替指標 あ 従業者数 勤務地等 お 消費活動を 映させ

重要 指標 あ 引き続き用い  

以 地方自治法第 99 条 規 意見書を提出  

成 29 12 月 1 日  

東京都議会議長 尾崎大介 

衆議院議長  

参議院議長  

総理大臣  

総務大臣 定 定 定 定 定 定 定 定 定 定 定 定 定 定 定  

務大臣 定 定 定 定 定 定 定 定 定 定 定 定 定  

社会保障 税一体改革担当大臣  

経済 政政策担当大臣  

地方創生担当大臣 定 定 定 定 定 定 定 定 定 定  


